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経常収支比率の推移

経常収支比率とは、地方公共団体の財政構造の弾力性を測
定する指標で、人件費、扶助費、公債費などの経常的な経費
に充当された一般財源が、地方税、普通交付税、地方譲与税
などの経常的に収入が見込まれる一般財源に占める割合で算
出されます。
この比率が高いほど財政構造が硬直化している（突発的な

財政需要に対応する余力がない）ことになります。
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財政力指数の推移

財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指標で、基
準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値になりま
す。この指数が大きいほど財政力が強いとみることができ、
「1」を超える市町村には普通交付税が交付されません。
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実質公債費比率の推移（単位：％）

実質公債費比率とは、借入金の返済額及びこれに準ずる額
が標準財政規模に占める割合を示したもので、借入金などの
大きさを指標化して、資金繰りの程度を示す指標になりま
す。
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将来負担比率の推移（単位：％）

将来負担比率とは、地方公共団体の借入金や将来支払って
いく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来
財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標になります。
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歳入（自主財源・依存財源）の推移

自主財源 依存財源

（単位：億円）

自主財源とは、地方公共団体が自主的に徴収できる収入を
いい、市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料などが挙
げられます。
依存財源とは、国や県の決定により交付される収入をい

い、地方交付税、国庫支出金、県支出金などが挙げられま
す。
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歳出（義務的経費・その他の経費）の推移

義務的経費 その他の経費

（単位：億円）

義務的経費とは、支出が義務付けられ任意に削減すること

が困難な経費をいい、人件費、扶助費、公債費が挙げられま

す。




